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令 和 ６ 年 度

本 庄 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和６年度本庄市下水道事業会計予算 　

　（総則）

第１条　令和６年度本庄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

 （１） 公共下水道事業

　　　水洗化戸数 ２０，６６９ 戸　  

　　　年間有収水量 ５，２１９，５００ ㎥    

　　　一日平均有収水量 １４，３００ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　管渠布設 ７，３７８ ｍ　  

 （２） 農業集落排水事業

　　　水洗化戸数 ８４１ 戸　  

　　　年間処理水量 １７７，０００ ㎥    

　　　一日平均処理水量 ４８５ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　処理場建設改良費 ９，９７０ 千円　　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
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　第１款　公共下水道事業収益 １，９８０，０７１ 千円  

　　第１項　営業収益 ８９５，７８７ 千円  

　　第２項　営業外収益 １，０８４，２８４ 千円  

　第２款　農業集落排水事業収益 ２１３，２５２ 千円  

　　第１項　営業収益 ２９，４０７ 千円  

　　第２項　営業外収益 １８３，８４５ 千円  

　収益的収入合計　 ２，１９３，３２３ 千円  

　第１款　公共下水道事業費用 １，９５５，９７３ 千円  

　　第１項　営業費用 １，８４８，１７５ 千円  

　　第２項　営業外費用 １０６，４４８ 千円  

　　第３項　特別損失 ８５０ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業費用 ２０７，２４２ 千円  

　　第１項　営業費用 １９４，９７１ 千円  

　　第２項　営業外費用 １１，３７１ 千円  

　　第３項　特別損失 ４００ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　収益的支出合計 ２，１６３，２１５ 千円  

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 ４２０，

支　　　　　　　　　　 出

収　　　　　　　　　　 入
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　７９９ 千円は過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ４９，３６９ 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本

　的収支調整額 １６，１５５ 千円、過年度分損益勘定留保資金 ９４，９１８ 千円、当年度分損益勘定留保資金 １８４，

　２２１ 千円及び減債積立金取崩額 ７６，１３６ 千円で補てんするものとする。）。

　第１款　公共下水道事業資本的収入 ２，２６１，７３９ 千円  

　　第１項　企業債 １，４２３，１００ 千円  

　　第２項　他会計負担金 ７３，１１５ 千円  

　　第３項　国庫補助金 ７０６，９００ 千円  

　　第４項　負担金等 ５７，６２４ 千円  

　　第５項　預託金回収金 １，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的収入 ４３，４４９ 千円  

　　第１項　企業債 ２０，６００ 千円  

　　第２項　他会計補助金 １５，０９８ 千円  

　　第３項　負担金等 ２，９４０ 千円  

　　第４項　預託金回収金 ６００ 千円  

　　第５項　基金繰入金 ４，２１１ 千円  

　資本的収入合計　 ２，３０５，１８８ 千円  

　第１款　公共下水道事業資本的支出 ２，６４６，５９６ 千円  

　　第１項　建設改良費 ２，２６５，０４７ 千円  

　　第２項　固定資産購入費 １，６９３ 千円  

　　第３項　企業債償還金 ３７８，８５６ 千円  

収　　　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　　　 出
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　　第４項　融資あっせん預託金 １，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的支出 ７９，３９１ 千円  

　　第１項　建設改良費 ２３，６８８ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ５５，１０３ 千円  

　　第３項　融資あっせん預託金 ６００ 千円  

　資本的支出合計　 ２，７２５，９８７ 千円  

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

１１７，４００ 千円

償還の方法

普通貸借 
又　　は
証券発行

計 １，４４３，７００ 千円

２０，６００ 千円

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には債権者と協定するも
のによる。
ただし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還又は
低利に借り換えすることがで
きる。

１４，８００ 千円

事　　　項 期　　　間 限　度　額

 水洗便所改造資金融資あっせんに対
 する損失補償（令和６年度分）

 令和６年度から令和１０年度まで
 当該資金の貸し付けにより生ずる元金、
 利子及び遅延金に相当する額

 農業集落排水事業

起債の目的 限 度 額

 利根川右岸
 流域下水道事業

利　　率

 公共下水道事業
 （特別措置分）

１，２９０，９００ 千円

起債の方法

 ５．０％以内（ただ
 し、利率見直し方式
 で借り入れる資金に
 ついて、利率の見直
 しを行った後におい
 ては、当該見直し後
 の利率）

 公共下水道事業
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第７条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００ 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

  (１)　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(１)　職員給与費 １０５，１３３ 千円  

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１３３，９４４ 千円である。

　　令和 ６年 ２月２６日　提　出

　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解
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令 和 ６ 年 度

本庄市下水道事業会計予算に関する説明書





          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業収益 1,980,071

 1 営業収益 895,787

 1 下水道使用料 831,153

 2 雨水処理負担金 64,243

 3 その他営業収益 391

 2 営業外収益 1,084,284

 1 他会計補助金 32,272

 2 他会計負担金 328,810

 3 国庫補助金 54,200

 4 長期前受金戻入 668,990

 5
消費税及び地方消費税
還付金

1

6 雑収益 11

令和６年度本庄市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業収益 213,252

 1 営業収益 29,407

 1 農業集落排水使用料 29,239

 2 その他営業収益 168

 2 営業外収益 183,845

1 他会計補助金 86,574

2 他会計負担金 45,790

3 長期前受金戻入 51,481

2,193,323収益的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業費用 1,955,973

 1 営業費用 1,848,175

 1 管渠費 140,324

 2
流域下水道維持管理負
担金

516,731

 3 普及促進費 218

 4 業務費 23,176

 5 総係費 190,712

 6 減価償却費 974,557

 7 資産減耗費 2,457

 2 営業外費用 106,448

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

106,416

 2 雑支出 32

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業費用 207,242

 1 営業費用 194,971

 1 管渠費 15,469

 2 処理場費 49,767

 3 業務費 864

 4 総係費 46,226

 5 減価償却費 81,145

 6 資産減耗費 1,500

 2 営業外費用 11,371

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

9,851

 2 消費税及び地方消費税 1,500

 3 雑支出 20

 3 特別損失 400

 1 過年度損益修正損 400

 4 予備費 500

 1 予備費 500

2,163,215

（単位：千円）

備    考

収益的支出合計
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
収入

2,261,739

1 企業債 1,423,100

 1 建設改良債 1,305,700

 2 流域下水道事業債 117,400

2 他会計負担金 73,115

 1 他会計負担金 73,115

3 国庫補助金 706,900

 1 国庫補助金 706,900

4 負担金等 57,624

 1 受益者負担金 48,140

 2 工事負担金 9,484

5 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的収入

43,449

 1 企業債 20,600

 1 建設改良債 20,600

 2 他会計補助金 15,098

 1 企業債元金償還補助金 15,098

3 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

5 基金繰入金 4,211

 1 基金繰入金 4,211

2,305,188

（単位：千円）

備    考

資本的収入合計
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
支出

2,646,596

 1 建設改良費 2,265,047

 1 管路建設改良費 2,147,641

 2 流域下水道建設負担金 117,406

 2 固定資産購入費 1,693

 1 有形固定資産購入費 1,693

 3 企業債償還金 378,856

 1 建設企業債元金償還金 320,766

 2
流域下水道事業債元金
償還金

58,090

 4 融資あっせん預託金 1,000

 1 融資あっせん預託金 1,000

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的支出

79,391

 1 建設改良費 23,688

 1 管路建設改良費 13,718

 2 処理場建設改良費 9,970

 2 企業債償還金 55,103

 1 建設企業債元金償還金 51,583

 2
その他の企業債元金償
還金

3,520

3 融資あっせん預託金 600

 1 融資あっせん預託金 600

2,725,987

（単位：千円）

備    考

資本的支出合計
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本庄市

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 13,796,000

　　減価償却費 1,055,702,000

　　固定資産除却費及び減損損失 3,957,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 141,422

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 103,000

　　長期前受金戻入額 △ 720,471,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 116,267,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 41,542,578

　　未払金の増減額（△は減少） △ 115,586,000

　　小計 312,084,000

　　利息の支払額 △ 116,267,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 195,817,000

令和６度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和6年4月1日 から 令和7年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,709,359,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 117,406,000

　　国庫補助金等による収入 706,900,000

　　受益者負担金等による収入 59,412,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 88,213,000

　　基金の取崩による収入 4,211,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 74,727,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,042,756,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,443,700,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 433,959,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,009,741,000

 

　資金増加額（又は減少額） 162,802,000

　資金期首残高 1,037,188,147

　資金期末残高 1,199,990,147
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1　総括

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較 0 3691 72 00 △ 24 △ 256 203△ 78

0

0

0

1,728 1,326 802

勤勉手当
特殊勤務
手 当

扶養手当

1,950

△ 18 △ 906

△ 923 44 △ 879 631 △ 248

△ 35 62

4,578 36

36

36546 12,142 10,077

4,578 0

72

11,939 9,986

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

在 宅
勤 務 等
手 当

資本勘定支弁職員

1,872 1,728 1,302

合　　　　計 0 ( ) 0

備考　１　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当

比

較

△ 888

前
年
度

損益勘定支弁職員 9 （ ） 224

10,365 31,053 6,870

33,592 21,980 55,796 11,66212

12合　　　　計

54,890

27 442 4690 （ ）

189 △ 717

37,923

54,280

6 （ ） 20,688

32,345

32,704 21,962

給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 9 （ ） 224

合　　　　計 15 （ ） 22412

資本勘定支弁職員 6 （ ）

12

損益勘定支弁職員 0 ( ) 0

11,851 66,741

15 （ ）

20,653 10,427

資本勘定支弁職員

31,080 7,312 38,392

86,849 18,532 105,381

67,458

53,357 32,389 85,970 19,163 105,133

224
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

△ 24 △ 256

4,578 011,939 9,986 0

　　　２　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員について外書き

0 36203 91 72比 較 △ 78 0 0

36546 12,142 10,077

361,728 1,326 802

72 4,578

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

在 宅
勤 務 等
手 当

本 年 度 1,872 1,728 1,302 36

前 年 度 1,950

△ 923 44 △ 879 631 △ 248

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

△ 35 62 27 442 469

合　　　　計 0 0 ( ) 0

比

較

△ 888 △ 18 △ 906 189 △ 717

資本勘定支弁職員 0 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 ( ) 0

前
年
度

損益勘定支弁職員 12 9 （ ） 224

10,365 31,053 6,870 37,923

合　　　　計 12 15 （ ） 224 54,280

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,688

32,345 86,849 18,532 105,381

33,592 21,980 55,796 11,662 67,458

53,357 32,389 85,970 19,163 105,133

11,851 66,741

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,653 10,427 31,080 7,312 38,392
本
年
度

損益勘定支弁職員 12 9 （ ） 224 32,704 21,962 54,890

合　　　　計 12 15 （ ） 224

給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

-18-



2  給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

説     明 備      考

△ 923 給 与 改 定 に 766  給与の平均改定率（前年度）     1.1％

伴 う 増 減 分  給与改定の実施時期     令和5年4月1日

昇 給 に 伴 う 210  平均昇給率　　　　　　　    　1.58％

増　　加　　分  昇給日　　　　　　　　　　　　1月1日

そ　の　他　の △ 1,899  職員の異動等に伴う増減 予算計上時における職員数

増　　減　　分 　本年度    15人 （   ）人

 　前年度    15人 （   ）人

　増  減 　　0人 （   ）人

44 制 度 改 正 に 954  期末手当               399

伴 う 増 減 分  勤勉手当               519

 在宅勤務等手当          36

そ　の　他　の △ 910  職員の異動等に伴う増減

増　　減　　分

 

備考　１　（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

区     分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳

給 　   料

手 　   当
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3  給料及び手当の状況

（1） 職員1人当り給与

行　　政　　職 技 能 労 務 職

   平 均 給 料 月 額（円） 295,313                 

令和6年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 336,969                 

  平   均   年   齢（歳） 37.5                    

   平 均 給 料 月 額（円） 299,363                 

令和5年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 339,518                 

  平   均   年   齢（歳） 39.1                    

（2） 初任給

埼　　玉　　県 国

行 政 職（円） 行政職（一）（円）

高  校  卒 170,900                 187,991                 199,920                 

短  大  卒 184,600                 

大  学  卒 202,400                 222,642                 235,440                 

区        　　          分

区　　　分 行　政　職（円）

※初任給には、地域手当を含む（国は本府省採用の場合）
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（3） 級別職員数

区       分

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　   (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2　　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和6年1月1日現在 4  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　　5　  (   )   33  (   )    　  (   )    　

2  (   )　　4  (   )　 27  (   )    　  (   )    　

1  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15　  (   )　100　　 計  (   )    　　 　 (   )    

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　  (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和5年1月1日現在 4  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

3  (   )　　8　  (   )   53  (   )    　  (   )    　

2  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

1  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15  (   )　100　 計  (   ) 　 　  (   )  　

( )内は定年前再任用短時間勤務職員について外書き

区 分 8   級 7   級 6   級 5   級 4   級 3   級 2   級 1　 級
部  長 次　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主事補

参　事 副参事 主  　幹 主　査 技　師 技師補

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

（級別の基準となる職務）

行 政 職
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行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 15                15                

本 （人） 15                15                

　1号給 （人） 1                 1                 

　2号給 （人）

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 9                 9                 

  5号給 （人） 4                 4                 

度   6号給 （人） 1                 1                 

（％） 100               100               

（人） 15                15                

前 （人） 15                15                

　1号給 （人）

  2号給 （人） 1                 1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 9                 9                 

　5号給 （人） 4                 4                 

度   6号給 （人） 1                 1                 

（％） 100               100                 比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  職     員     数  （Ａ）

（4） 昇給  

区             分    合         計   
  代  表  的  な  職  種
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（5） 特殊勤務手当

（6） 期末手当・勤勉手当

( )内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率

（7） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 
支 給 率 等

（支給率等は令和6年1月1日現在）

備   考
最　高　限　度

（月分）

47.709

47.709

そ の 他 の

加 算 措 置 等

 定年前早期退職
 特別措置

 定年前早期退職
 特別措置

（3%～45%加算）

（3%～45%加算）

国　の　制　度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709

24.586875 33.27075 47.709

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

国 の 制 度
(1.175) (1.175)
2.25 2.25

備  考区 分
支   給   期   別   支   給   率

6月（月分） 12月（月分）

本 年 度
(1.175) (1.175)
2.25 2.25

前 年 度
(1.15) (1.15)

(2.35)
4.50

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

有

有

有

支　給　率　計

（月分）

(2.35)
4.50
(2.30)

区 分

給料総額に対する比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率（％）
 （令和6年1月1日現在）

4.402.20 2.20

技 能 労 務 職行 政 職

　防災業務手当

80.00

0.135

全 職 種

80.00

0.135
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（8） その他の手当

扶　　養　　手　　当 同　 　 じ

区　　　    　　　分 国の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

住　　居　　手　　当 異　な　る 　持家について、3,500円支給

通　　勤　　手　　当 同　 　 じ
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（令和6年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせ
 んに対する損失補償
（令和6年度分）

 当該資金の貸し付
 けにより生ずる元
 金、利子及び遅延
 金に相当する額

― ―
令和6年度から
令和10年度まで

限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（過年度に係る分） （単位：千円）

事　　　項 限度額

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益 国庫補助金 企業債 その他

水洗便所改造資金融資あっせん
に対する損失補償
（令和5年度分）

 当該資金の貸し付
 けにより生ずる元
 金、利子及び遅延
 金に相当する額

－ －
令和６年度から
令和９年度まで 限度額に同じ

全体計画見直し業務委託 57,890 － －
令和６年度から
令和７年度まで 57,890 57,890

中継ポンプ場維持管理業務委託
（１０施設）

4,420 － － 令和６年度 4,420 4,420

雨水出水浸水想定区域図作成業
務委託

84,020 － － 令和６年度 84,020 42,020 42,000

本庄市公共下水道雨水事業全体
計画見直し外業務委託
（下町・栗崎地区）

3,000 － － 令和６年度 3,000 3,000

下水道賠償責任保険 206 － － 令和６年度 206 206

農業集落排水中継ポンプ施設維
持管理業務委託
（仁手・下仁手・久々宇）

3,350 － － 令和６年度 3,350 3,350

農業集落排水処理施設維持管理
業務委託（５施設）

22,100 － － 令和６年度 22,100 22,100

公共下水道汚水管渠築造工事
（児玉６－１工区）

95,440 － － 令和６年度 95,440 34,300 61,100 40

公共下水道汚水管渠築造工事
（下野堂６－１工区）

294,400 － － 令和６年度 294,400 147,200 147,200

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額
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（単位：千円）

事　　　項 限度額

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益 国庫補助金 企業債 その他

公共下水道汚水管渠築造工事
（万年寺６－１工区）

311,450 － － 令和６年度 311,450 155,700 155,700 50

公共下水道汚水管渠築造工事
（東富田・久下塚６－１工区）

154,840 － － 令和６年度 154,840 38,000 116,800 40

公共下水道舗装復旧工事
（児玉６－１工区）

43,590 － － 令和６年度 43,590 16,600 26,900 90

住民情報帳票作成業務委託 1,104 － － 令和６年度 1,104 1,104

水洗便所改造資金融資預託金 1,600 － － 令和６年度 1,600 1,600

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 117,834,162

     ロ 建物 433,125,545

      　建物減価償却累計額 △ 67,124,917 366,000,628

     ハ 構築物 33,790,767,852

      　構築物減価償却累計額 △ 7,043,878,279 26,746,889,573

     ニ 機械及び装置 355,834,821

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 119,056,000 236,778,821

     ホ 車両運搬具 1,424,085

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 934,525 489,560

     ヘ 工具、器具及び備品 4,192,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 1,050,036 3,142,404

     ト 建設仮勘定 201,951,345

        有形固定資産合計 27,673,086,493

令和６年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

資     産     の     部

（ 令和7年3月31日 )
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,340,052,095

        無形固定資産合計 2,340,052,095

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 34,716,252

        投資その他資産合計 36,055,252

        固定資産合計 30,049,193,840

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,199,990,147

 (2) 未収金 173,152,578

     貸倒引当金 △ 4,468,148 168,684,430

        流動資産合計 1,368,674,577

        資産合計 31,417,868,417

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,987,725,857

負     債     の     部
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        企業債合計 10,987,725,857

        固定負債合計 10,987,725,857

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 434,054,509

        企業債合計 434,054,509

 (2) 未払金 577,351,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 9,139,000

        引当金合計 9,139,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 1,020,984,509

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 24,618,452,192

     長期前受金収益化累計額 △ 6,640,361,441 17,978,090,751

        繰延収益合計 17,978,090,751

        負債合計 29,986,801,117
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6 資本金 725,229,386

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　　 イ 受贈財産評価額 1,428,509

     ロ 国庫補助金 44,692,044

     ハ 県補助金 11,796,284

     二 受益者負担金等 3,252,601

     ホ 工事負担金 2,810,215

     ヘ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 77,104,802

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 345,909,822

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 252,823,290

        利益剰余金合計 628,733,112

        剰余金合計 705,837,914

        資本合計 1,431,067,300

        負債資本合計 31,417,868,417

資     本     の     部
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令和６年度注記 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 

建物              ５０年 

構築物          １０～５０年 

機械及び装置        ７～３５年 

車両運搬具            ４年 

工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 

その他無形固定資産        ５年 

 

（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与等引当金 

令和６年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金８，８７３，０００円を取り崩す。 

ロ．貸倒引当金 

  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金１，１４９，４２２円を取り崩す。 

 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は６，８６３，６５２，０００円である。 

 

３．セグメント情報の開示 

（１）報告セグメントの概要 

   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 

農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 

（２）報告セグメントの営業収益等 

   当年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）                単位：千円 

  公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 820,209 26,749 846,958 

営業費用 1,774,991 185,973 1,960,964 

営業損益 △ 954,782 △ 159,224 △ 1,114,006 

経常損益 9,215 6,718 15,933 

セグメント資産 28,756,064 2,661,804 31,417,868 

セグメント負債 27,507,127 2,479,674 29,986,801 

・企業債 10,595,798 825,982 11,421,780 

・繰延収益 16,360,575 1,617,516 17,978,091 

・その他 550,754 36,176 586,930 

その他の項目    

・他会計繰入金 498,440 147,462 645,902 

・減価償却費 974,557 81,145 1,055,702 

・有形固定資産及び無形 1,109,483 △ 61,110 1,048,373 

  固定資産の増減額      
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 使用料 769,881,000

 (2) 雨水処理負担金 63,213,000

 (3) その他営業収益 554,000 833,648,000

2 営業費用

 (1) 管渠費 179,340,000

 (2) 処理場費 41,235,000

 (3) 流域下水道維持管理負担金 414,245,000

 (4) 普及促進費 229,000

 (5) 業務費 22,937,000

 (6) 総係費 97,707,000

 (7) 減価償却費 1,050,862,000

 (8) 資産減耗費 3,318,000 1,809,873,000

     営業損失 976,225,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 6,000

 (2) 他会計補助金 41,074,000

 (3) 他会計負担金 373,045,000

令和５年度本庄市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（ 令和5年4月1日 から  令和6年3月31日 まで ）
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 (4) 国庫補助金 35,020,000

 (5) 長期前受金戻入 733,541,000

 (6) 雑収益 11,000 1,182,697,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 106,735,000

 (2) 雑支出 12,903,000 119,638,000 1,063,059,000

     経常利益 86,834,000

5 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1,410,000 1,410,000

6 予備費

 (1) 予備費 1,000,000 1,000,000 △ 2,410,000

     当年度純利益 84,424,000

     前年度繰越利益剰余金 158,445,290

     その他未処分利益剰余金変動額 △ 79,978,000

     当年度未処分利益剰余金 162,891,290
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 117,834,162

     ロ 建物 433,125,545

      　建物減価償却累計額 △ 54,710,917 378,414,628

     ハ 構築物 31,866,820,653

      　構築物減価償却累計額 △ 6,221,742,279 25,645,078,374

     ニ 機械及び装置 335,387,185

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 100,596,000 234,791,185

     ホ 車両運搬具 1,424,085

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 741,525 682,560

     ヘ 工具、器具及び備品 2,653,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 921,036 1,732,404

     ト 建設仮勘定 161,216,180

        有形固定資産合計 26,539,749,493

令和５年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（ 令和6年3月31日 )

資     産     の     部
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,424,332,095

     ロ その他無形固定資産 684,000

        無形固定資産合計 2,425,016,095

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 38,927,252

        投資その他資産合計 40,266,252

        固定資産合計 29,005,031,840

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,037,188,147

 (2) 未収金 130,458,000

     貸倒引当金 △ 4,609,570 125,848,430

        流動資産合計 1,163,036,577

        資産合計 30,168,068,417

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,978,080,366

負     債     の     部
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        企業債合計 9,978,080,366

        固定負債合計 9,978,080,366

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 430,439,000

     ロ その他の企業債 3,520,000

        企業債合計 433,959,000

 (2) 未払金 411,913,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,873,000

        引当金合計 8,873,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 855,185,000

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 23,837,422,192

     長期前受金収益化累計額 △ 5,919,890,441 17,917,531,751

        繰延収益合計 17,917,531,751

        負債合計 28,750,797,117
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6 資本金 725,229,386

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　　 イ 受贈財産評価額 1,428,509

     ロ 国庫補助金 44,692,044

     ハ 県補助金 11,796,284

     二 受益者負担金等 3,252,601

     ホ 工事負担金 2,810,215

     ヘ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 77,104,802

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 422,045,822

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 162,891,290

        利益剰余金合計 614,937,112

        剰余金合計 692,041,914

        資本合計 1,417,271,300

        負債資本合計 30,168,068,417

資     本     の     部
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令和５年度注記 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 

建物              ５０年 

構築物          １０～５０年 

機械及び装置        ７～３５年 

車両運搬具            ４年 

工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 

その他無形固定資産        ５年 

 

（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 

令和５年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金８，６７８千円を取り崩す。 

ロ．貸倒引当金 

  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金５５５千円を取り崩す。 

 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は６，８９８，０１０千円である。 

 

３．セグメント情報の開示 

（１）報告セグメントの概要 

   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 

農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 

（２）報告セグメントの営業収益等 

   当年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日）                単位：千円 

  公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 807,554 26,094 833,648 

営業費用 1,660,259 149,614 1,809,873 

営業損益 △ 852,705 △ 123,520 △ 976,225 

経常損益 77,660 9,174 86,834 

セグメント資産 27,460,834 2,707,234 30,168,068 

セグメント負債 26,219,839 2,530,958 28,750,797 

・企業債 9,551,554 860,485 10,412,039 

・繰延収益 16,264,877 1,652,655 17,917,532 

・その他 403,408 17,818 421,226 

その他の項目    

・他会計繰入金 476,458 127,931 604,389 

・減価償却費 965,695 85,167 1,050,862 

・有形固定資産及び無形 843,092 △ 72,871 770,221 

  固定資産の増減額      
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業収
益

1,980,071

 1 営業収益 895,787

 1 下水道使用料 831,153

 1 下水道使用料 831,153

 2 雨水処理負担金 64,243

 1 雨水処理負担金 64,243 一般会計負担金

 3 その他営業収益 391

 1 手数料 173

 2 行政財産使用料 9 電柱占用料他

 4 雑収益 20 図面等複写実費

 5 会費等負担金 189

 2 営業外収益 1,084,284

 1 他会計補助金 32,272

 1 他会計補助金 32,272 一般会計補助金

令和６年度本庄市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考

児玉工業団地下水道維持管理負担金

指定下水道工事店証交付手数料
排水設備工事責任技術者証交付手数料
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(単位：千円)

 2 他会計負担金 328,810

 1 他会計負担金 328,810 一般会計負担金

 3 国庫補助金 54,200

 1 国庫補助金 54,200

 4 長期前受金戻入 668,990

 1 長期前受金戻入 668,990

5
消費税及び地方消
費税還付金

1

 1

消費税及び地方消費
税還付金

1

6 雑収益 11

 1 延滞金 10 受益者負担金延滞金

 4 雑収益 1

節 金額 備        考

消費税及び地方消費税還付加算金

款 項 目
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
収益

213,252

 1 営業収益 29,407

 1
農業集落排水使用
料

29,239

 1 農業集落排水使用料 29,239

 2 その他営業収益 168

 2 行政財産使用料 1 電柱占用料

 4 雑収益 167 線下補償料

 2 営業外収益 183,845

1 他会計補助金 86,574

 1 他会計補助金 86,574 一般会計補助金

2 他会計負担金 45,790

 1 他会計負担金 45,790 一般会計負担金

3 長期前受金戻入 51,481

 1 長期前受金戻入 51,481

2,193,323収益的収入合計

款 項 目 節 金額 備        考
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業費
用

1,955,973

 1 営業費用 1,848,175

 1 管渠費 140,324

10 備消品費 40

12 光熱水費 2,086 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 360

15 委託料 61,399
管渠調査業務委託
人孔調査業務委託他

16 賃借料 257 土地賃借料他

19 会費等負担金 461

23 工事請負費 57,520 人孔蓋更新工事他

24 路面復旧費 18,040

30 材料費 110

51 手数料 51

 2
流域下水道維持管
理負担金

516,731

43

流域下水道維持管理
負担金

516,731

項 目 節 金額 備        考

土木積算システム利用負担金

款
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(単位：千円)

 3 普及促進費 218

10 備消品費 33

13 印刷製本費 176

20 修繕費 9

 4 業務費 23,176

10 備消品費 317

15 委託料 55

19 会費等負担金 22,774

20 修繕費 30

 5 総係費 190,712

 1 給料 26,550 総係関係職員7人分

 2 手当 14,501

 3 賞与等引当金繰入額 4,568

 5 法定福利費 8,587

 7 旅費 119

節 金額 備        考

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目
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(単位：千円)

10 備消品費 632

11 燃料費 183

13 印刷製本費 132

14 通信運搬費 365

15 委託料 115,497

26 賃借料 20 有料高速道路通行料

19 会費等負担金 17,022

20 修繕費 473

26 保険料 214

32 公課費 14

32 報酬 224 下水道事業審議会委員報酬

47 貸倒引当金繰入額 1,008

51 手数料 603 ＥＢ手数料他

 6 減価償却費 974,557

36

有形固定資産減価償
却費

772,187

目 節 金額 備        考

雨水出水浸水想定区域図作成業務委託他

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
水道事業事務費負担金
庁舎使用負担金他

款 項
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(単位：千円)

37

無形固定資産減価償
却費

202,370

 7 資産減耗費 2,457

38 固定資産除却費 2,457

 2 営業外費用 106,448

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

106,416

40 企業債利息 106,416

 2 雑支出 32

81 その他雑支出 32

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

53 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

目 節 金額 備        考

財政融資資金44件
地方公共団体金融機構資金134件
銀行等引受資金6件

過年度過誤納還付金及び還付加算金

款 項
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
費用

207,242

 1 営業費用 194,971

 1 管渠費 15,469

14 通信運搬費 316

15 委託料 7,250

16 賃借料 172

23 工事請負費 6,610 人孔等改修工事

25 動力費 1,121 中継ポンプ場電気料金

 2 処理場費 49,767

12 光熱水費 59 処理場水道料金

14 通信運搬費 99

15 委託料 32,067

20 修繕費 2,240 処理場機械設備修繕費

23 工事請負費 1,500 処理場改修工事

25 動力費 13,649 処理場電気料金

手数料 153 浄化槽法定検査手数料他

目 節 金額 備        考

処理場維持管理業務委託
汚泥処分業務委託他

中継ポンプ場維持管理業務委託他

款 項

-51-



(単位：千円)

 3 業務費 864

19 会費等負担金 864

 4 総係費 46,226

 1 給料 6,154 総係関係職員2人分

 2 手当 2,962

 3 賞与等引当金繰入額 1,059

 5 法定福利費 2,136

 7 旅費 17

10 備消品費 35

14 通信運搬費 19

47 委託料 32,289

19 会費等負担金 1,452

26 保険料 87

51 手数料 16

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
庁舎使用負担金他

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目 節 金額 備        考

田中処理区送煙・カメラ調査業務委託
機械設備機能定期調査業務委託他
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(単位：千円)

 5 減価償却費 81,145

36

有形固定資産減価償
却費

81,145

 6 資産減耗費 1,500

38 固定資産除却費 1,500

 2 営業外費用 11,371

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

9,851

40 企業債利息 9,851

 2
消費税及び地方消
費税

1,500

46

消費税及び地方消費
税

1,500

 3 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 400

 1 過年度損益修正損 400

53 過年度損益修正損 400 過年度過誤納還付金

目 節 金額 備        考

財政融資資金14件
地方公共団体金融機構資金27件
銀行等引受資金1件

款 項
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(単位：千円)

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

2,163,215

節 金額 備        考

収益的支出合計

款 項 目
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的収入

2,261,739

 1 企業債 1,423,100

 1 建設改良債 1,305,700

 1 建設改良債 1,305,700

 2 流域下水道事業債 117,400

 1 流域下水道事業債 117,400

 2 他会計負担金 73,115

 1 他会計負担金 73,115

 1 他会計負担金 73,115 一般会計負担金

3 国庫補助金 706,900

 1 国庫補助金 706,900

 1 国庫補助金 706,900

4 負担金等 57,624

 1 受益者負担金 48,140

 1 受益者負担金 48,140

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 2 工事負担金 9,484

 2 その他工事負担金 9,484

5 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

節 金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的収入

43,449

 1 企業債 20,600

 1 建設改良債 20,600

 1 建設改良債 20,600

 2 他会計補助金 15,098

 1
企業債元金償還補
助金

15,098

 1

企業債元金償還補助
金

15,098 一般会計補助金

3 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

 1 受益者分担金 2,940

4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

5 基金繰入金 4,211

 1 基金繰入金 4,211

 1 基金繰入金 4,211

2,305,188

款 項 目

本庄市農業集落排水事業基金繰入金

節 金額 備        考

資本的収入合計

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的支出

2,646,596

 1 建設改良費 2,265,047

 1 管路建設改良費 2,147,641

 1 給料 20,653 管路建設改良関係職員6人分

 2 手当 10,427

 5 法定福利費 7,312

 7 旅費 54

10 備消品費 418

15 委託料 114,677

16 賃借料 256 臨時駐車場用地賃借料

19 会費等負担金 68,656

23 工事請負費 1,916,248
公共下水道汚水枝線築造工事
舗装本復旧工事
取付管設置工事他

31 補償費 1,000 物件補償料

35 報償費 3,450 受益者負担金一括納付報奨金

51 手数料 4,440 鑑定手数料他

目 節 金額 備        考

地盤変動影響事前事後調査業務委託他

水道工事等負担金
埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

款 項
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(単位：千円)

80 雑費 50

 2
流域下水道建設負
担金

117,406

34

流域下水道建設負担
金

117,406

 2 固定資産購入費 1,693

 1
有形固定資産購入
費

1,693

59 工具・器具及び備品 1,693

 3 企業債償還金 378,856

 1
建設企業債元金償
還金

320,766

69

建設企業債元金償還
金

320,766

 2
流域下水道事業債
元金償還金

58,090

70

流域下水道事業債元
金償還金

58,090

 4
融資あっせん預託
金

1,000

 1
融資あっせん預託
金

1,000

74 融資あっせん預託金 1,000

款 項 目 節 金額 備        考

受益者負担金過誤納還付金及び加算金

財政融資資金20件
地方公共団体金融機構資金55件
銀行等引受資金5件

財政融資資金7件
地方公共団体金融機構資金19件

水洗便所改造資金融資あっせん預託金
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的支出

79,391

 1 建設改良費 23,688

 1 管路建設改良費 13,718

23 備消品費 10

23 工事請負費 13,708 取付管設置工事他

 2 処理場建設改良費 9,970

23 工事請負費 9,970 処理場機械設備更新工事

 2 企業債償還金 55,103

 1
建設企業債元金償
還金

51,583

69

建設企業債元金償還
金

51,583

 2
その他の企業債元
金償還金

3,520

71

その他企業債元金償
還金

3,520 銀行等引受資金1件

3
融資あっせん預託
金

600

 1
融資あっせん預託
金

600

74 融資あっせん預託金 600

2,725,987

款 項 目

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

資本的支出合計

節 金額 備        考

財政融資資金13件
地方公共団体金融機構資金27件
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